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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 平成16年度中 平成17年度中 平成18年度中 平成16年度 平成17年度 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 1,126,360 1,253,781 1,352,474 2,590,733 2,792,108

経常利益 (百万円) △6,552 21,400 33,441 12,538 50,365

中間(当年度)純利益 (百万円) △21,525 14,908 21,904 4,049 29,816

純資産額 (百万円) 1,262,875 1,395,088 1,377,674 1,309,977 1,376,289

総資産額 (百万円) 3,765,523 3,967,935 4,095,698 3,831,144 4,047,122

１株当たり純資産額 (円) 375.75 415.81 404.81 390.44 410.15

１株当たり中間 
(当年度)純利益 

(円) △6.40 4.44 6.53 1.20 8.85

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当年度)純利益 

(円) ― ― ― ― 8.83

自己資本比率 (％) 33.54 35.16 33.17 34.19 34.01

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 150,646 78,286 108,691 107,065 73,928

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △84,557 △47,702 △64,759 △163,321 △104,065

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 91,662 △47,936 5,584 57,933 7,974

現金及び現金同等物 
の中間期末(当年度末) 
残高 

(百万円) 343,513 176,788 226,016 189,780 176,274

従業員数 
〔外，平均臨時雇用者数〕

(人) 59,856
62,356

〔6,946〕
63,333

〔8,801〕
59,240 

〔6,126〕 
62,212

〔7,124〕

(注) １ 売上高については，消費税等を含んでいない。 

    ２ 純資産額の算定にあたり，平成18年度中間連結会計期間から，「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 平成16年度中 平成17年度中 平成18年度中 平成16年度 平成17年度 

会計期間 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日
至 平成18年
  ３月31日

売上高 (百万円) 907,947 994,435 1,060,317 2,097,918 2,206,778

経常利益 (百万円) △12,971 9,482 20,000 △9,635 32,416

中間(当年度)純利益 (百万円) △17,326 7,984 15,652 △2,008 26,197

資本金 (百万円) 265,608 265,608 265,608 265,608 265,608

発行済株式総数 (千株) 3,373,647 3,373,647 3,373,647 3,373,647 3,373,647

純資産額 (百万円) 1,110,802 1,215,274 1,213,387 1,147,594 1,307,092

総資産額 (百万円) 3,197,102 3,363,797 3,495,426 3,288,860 3,587,707

１株当たり純資産額 (円) 330.49 362.21 361.52 342.03 389.52

１株当たり中間 
(当年度)純利益 

(円) △5.15 2.38 4.66 △0.60 7.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当年度)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 3.00 4.00 4.00

自己資本比率 (％) 34.74 36.13 34.71 34.89 36.43

従業員数 (人) 34,096 33,254 32,790 33,500 32,627

(注) １ 売上高については，消費税等を含んでいない。 

    ２ 純資産額の算定にあたり，平成18年度中間会計期間から，「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において，当社グループ(当社，連結子会社及び持分法適用会社)が営む事業の内

容について，重要な変更はない。また，主要な関係会社の異動については，「３ 関係会社の状況」

に記載のとおりである。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動は，次のとおりである。 

名称 住所 
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合（％）

関係内容 

（連結子会社） 
 
三菱重工橋梁エンジ
ニアリング㈱ 
 

 
広島市 
中区 

5,000 機械・鉄構 100％ 
当社所有の土地・建物を賃借し
ている。 
役員の兼任等…有 

三菱重工エンジンシ
ステム㈱ 

東京都 
品川区 

450 中量産品 100％ 

 
当社所有の土地・建物を賃借し
ている。 
役員の兼任等…有 
 

(注) １ 主要な事業の内容欄には，事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 三菱重工橋梁エンジニアリング㈱は，平成18年４月１日，三菱重工工事㈱を承継会社とする吸収分割

により，三菱重工業㈱の橋梁事業を承継し，同日付けで商号変更したものである。 

３ 三菱重工エンジンシステム㈱は，平成18年７月１日，三菱重工エンジン発電システム㈱を存続会社と

して，三菱重工エンジン販売㈱を吸収合併し，同日付けで商号変更したものである。 
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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

船舶・海洋 
5,386 
[124] 

原動機 
14,776 

[765] 

機械・鉄構 
8,582 
[506] 

航空・宇宙 
8,139 
[1,633] 

中量産品 
17,210 
[2,523] 

その他・全社（共通） 
9,240 
[3,250] 

合計 
63,333 
[8,801] 

(注) １ 従業員数は，グループ外から当社グループ(当社及び連結子会社)への出向者を含み，当社グループから

グループ外への出向者を含まない。また，臨時従業員数は[  ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外

数で記載している。 

２ 臨時従業員には，パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み，派遣社員は含まない。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

従業員数(人) 32,790 

(注) 子会社等への休職派遣者，準社員及び嘱託(平成18年９月30日現在7,078人)を含まない。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は，三菱重工労働組合と称し，本社及び各事業所等に14の支部を有し，組合員数は

平成18年９月30日現在34,131人である。また，同組合は，日本基幹産業労働組合連合会を通じて，

日本労働組合総連合会に加盟しており，当社との労使関係は極めて安定している。 

なお，前記労働組合のほかに，当社には，全日本造船機械労働組合三菱重工支部(平成18年９月30日

現在組合員数29人)と全国一般労働組合長崎地方本部長崎連帯支部長崎造船分会(平成18年９月30日

現在組合員数３人)が存する。 

当社の連結子会社の労働組合の状況については，特記すべき事項はない。 
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